
相 模原市南福祉事務所  

政策決定を受け、市の施策として取り組む自立支援プログラム  

一政策決定を受け策定した自立支援プログラム取組方針－   



「政策決定を受け、市の施策として取り組む自立支援プログラム」  

－ 政策決定を受け策定した自立支援プログラム取組方針 －  

1、相模原市のプロフィール   

本市は神奈川県の北部に位置し、県下第3番目の人目を要する都市である、平成18牢3  

月20日、津久／什町・相模湖町と合併により人口は66万8千人に、面積は244．03  

平方キロメートルと県内では横浜市（437．35平方キ亡㌧メートル）に次ぐ2番目の広  

さとなり、北部は東京都、西部は山梨県と接し神奈川県北部げ）多くの部分を占めておりま  

す。   

また、平成19年3月には、城山町・藤野町との合併が予定されています。   

新しい相模原市は、都心から概ね30～6（〕キロメートルの近距離にあり、橋本・相模  

原・相模大野駅周辺などの多様な都市機能を車）つた中心市街地と相模湖・津久井湖・宮ヶ  

瀬棚などの水源を含む豊かな自然が共存し、都心から近い都市的な地域でありながら司時  

に自然公園や水源、を有する都市となり志した∩  

2、生活保護行政の運営体制及び保護の動向等  

（1）運営体制  

地域福祉課  生活保護施策の調査研究及び調整  

指定医療機関、指定介護機関の指定及び指導  

施術機関の登録、保護施設等の認可届出  

相模原福祉事務所  経理、医痺扶助、介護扶助、  

0所管区域‥本庁、  

橋本、大沢、上溝、  

田名、麻溝、大野北  

出張所及び旧津久  

井町・相模湖町の区  

域  

相談、決定・実施等  

相談、決定・実施等  

南福祉事務所  

経理、医療扶助、介護扶助、  0所管区域・・大野  

中、大野南、新磯野、  

相武台、相模台、東  

林出張所の所管区  

域  

一
談
 
 

「
佃
」
 
 

決定・実施等   
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（2）福祉事務所の所管区域の状況  

看  積    臣 帯 数    ㌧   ＝    射呆護世帯数    酎呆話人員  幕 護 率   

※人Il（平成l～川▲一二川＝り、保．護〝）紬■′り（、HJklHイト2J】木現在）  

（3）被保護世帯・被保護人員及び保護率の推移   

平成17年4月1日現在の被保護世帯数は3，658世帯、被保護人員は5，640人で、  

人口に占める被保護者人員の割合（保護率）は、9．04％。となってい去す。これを前  

年同月期と比較すると世帯数で238世帯、人員で382人増加していますこ1保護やも  

0．57ワく）り上昇していょすり  （糾一度4〃】＝現作）  
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■相模原福祉  1290  146日  163日  19Dl  2053  2：：16  25□7   

匠国璽遍南福祉   654  7ロ了  771  913  1012  1104  1151   

＋全市   194ヰ  21了5  24ロ9  2引4  3065  3420  365日   

貫寸前年増加勤  231  2別  405  251  355  23〔：   
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60ロ0  

5口0〔l  

生活保護人 

■■■■相模福祉   2ロ86  2410  2711  316∈：  33了9  3了ロ5    40  53   

匠国国南福祉   902  984  1055  1259  1394  1553    15  8了   

－－「ト全市   298［；  3394  3了66  442了  4了了3  5258    56  4ロ   
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■相模原福祉   5．97   6＿日3   了．55   日．了6   9＿24  1凸．02    10月了   

圏南福祉   3．7   4．02   4，26   5．04   5．56   6．19  6．33   

＋全市   5．03   5＿6〔l   6．21   了．24   了＿了4   8＿4了  9」］4   

対前年増加紋  0．65   D，53   1．03   0．5   0．了3  0．5了   

（4）牛活保護費（扶助費）の状況  

平成16年度生活保護扶助費の構成比（法外を除く）  

□生活扶助  

■住宅扶助  

口数育扶助  

D医療扶助  

■介護扶助  

団その他扶助   
教育扶助 住宅扶助   

1％  179も  
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（5）世帯類型の推移  

平成12年度から16年度の本市世帯類型別の構成比は、下記のとおりである。  

本市における世帯類型の特色として、「その他世帯」の伸び率が著しことがあげ   

られる∴主たる要因としては失業等による元ホームレスの方などが入所している無   

料低額宿泊施設が市内に開設（H施設、214定員）されたことによる。、  

また、世帯類型の中で、母子世帯の占める割合が全国平均並びに神奈川県と比較   

して高率であることが特徴といえ圭す。  

※隼ノ豆乳汁、17隼ノ変は平成IH什1＝十朱規／1‡（川模Jjiいl†刷帥や二軌軒合計）  
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3、相模原市の自立支援プログラムの取組  

（1）自立支援相談員の設置（平成16年4月1日）」融和±］  
一生括保護適正実施推進事業の実施として  

○その背景  

・生活保護受給者の増加、特に母子世帯・その他世帯（元ホームレスの受給者等）  

の増加に上る稼動年齢層 への就労支援が必要となっていた〔，  

・就労支援を進めるにあたって、きめ細かく対応することの必要性から、専任の  

職員体制が必要となっていた。   

0自立支援相談員配置についての考え方  

さまざまな相談に対応するた裾こ、社会福祉士の資格を有する相談員の配置  

相談員に期待する役割  

一相談員とケースワーカーとの役割分担  

多様な職種により支援  

0政策決定の経過  

平成15年 8月  

平成15年 9月  

平成15年10月  

平成15年12月  

平成16年度主要事業計画  

関係課長会議  

保健福祉調整会議（常設主管会議）  

市長決裁  

（2）市としての就労支援の取組  

相模原市就職支援センターの開所（平成17年7月15日）匪画垂亘  
生活保護受給者・母子世帯・障害者など就職が困難な方への無料職業紹介事業  

（ニ〕）自立支援プログラムの取組方針の策定（平成18年1月10日）匝垂亙亘司   

0庁議による全市的な取組としての位置付け  

地域福祉課と福祉事務所が連携Lて、庁内的なコンセンサスを得た取組とする  

自立支援プログラムの取組方針の策定  

担当職員のモチュベーションを高める   

○政策決定の経過  

関係課長会議  

保健福祉調整会議（常設主管会議）  

市長決裁  

平成17年11月  

平成17年12月  

平成18年 1月  

○政策評価の指標としての位置付け  

資料NO4   0就労支援プログラム実施要綱の策定  
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（4）関係機関とげ）連携   

神奈川県生活生活保護受給者等就労支援事業実施計画とげ〕連携（職安との連携）  

（5）自立支援相談員・自立支援プログラム・関係機関との連携による成果   

・就労支援対象者にあった、多様なチャンネ／レを生かし就労を目指す（′   

・安定的な就労継続のために、資格の取得もし」  

（6）被保護者の健康管理面における支援プログラムの取組恒東面可  

4、今後の取組として  

・自立支援プtコグラムの定着に「句けて  

R常生活・社会的な自立支援の取組  

保健所・介護予防事業との連携  

・終わりにあたって  

職員の研修体制の整備  

ケースワーカーヴ）モチュベーションを高めるために  

資料 N〔）1  

資料 NO2  

資料 N（）3  

資料 NO4  

○生酒保護自立支援相談員設置要綱  

○無料職業紹介事業（相模原市就職支援センター）  

○相模原市生活保護受給者自立支援プログラム取組方針  

〔〕就労支援プログラム実施要綱  

（二）被保護者の健康管理面における支援プログラム実施要綱 資料 N（〕5  

－【124   



匝車」コ］  

生活保護自立支援相談員設置要綱   

（趣 旨）  

第1条 この要綱は、相模原市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する   

条例（昭和31年相模原市条例第：〕1条）及び相模原市非常勤特別職職員の   

報酬及び費用弁償に関する条例施行規則（昭和31年相模原市規則第18   

片）に定めるもののほか、生活保護自立支援相談員（以下「相談員」とい   

うr〕）の設置等について必要な事項を定めるものとする。  
（設 置）  

第2条 社会的な自立が困難となっている被保護者に対し、実生活に即しノた適   

切な助言、相談及び指導・援助を行うことにより自立阻害要因の解消し、被   

保護者の自立助長を図るため福祉事務所へ相談員を設置する。  

（身 分）  

第3条 相談員の身分は、相模原前非常勤特別職職員とする。  

（委 嘱）  

第4条 相談員は、社会福祉施設等において相談業務に従事した経験者等で、   

生活保護業務に理解と熱意を有する者から、市長が委嘱する〔。  

（任 期）  

第5条 相談員の任期は1年とし、再任を妨げない〔Jただし、年度の途中にお   

いて就任した相談員の任期は、当該年度の末R圭でとする。  

（職 務）  

第6条 相談員は、福祉事務所長の命を受け、次に掲げる職務を誠実に行うも   

のとする。   

（1）自立生活への相談援助に関すること。   

（2）求職活動への相談援助に関すること。   

（3）他法他施策の活用への相談援助に関すること（ 

（勤務日等）  

第7条 相談員の勤務日は、原則として月曜日から金曜日までとし、あらかじ   

め福祉事務所長が指定する目とする。ただし、次の各号に掲げる目は勤務日   

としない。   

（l）国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休  

日。   

（2）12月29日から翌年の1月3日まで（前号に掲げる目を除く。）  

2 相談員の勤務時間は、原則として午前9暗から午後4暗までとし、このう   
ち、休憩時間は、正午から午後1暗までとする。  

3 相談員の休暇等は、相模原市非常勤特別職職員に対する休暇等の取扱いに   

関する要綱（昭和62年制定）に定めるところによる（つ  

（公務災害補償）  

第8条 相談員の公務上の災害補償については、相模原巾議会議員その他非常   

勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和43年相模原市条例第14号  

）に定めるところによる。  
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（秘密の保持）  

第9条 相談員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い   

た後も、また同様とする。  

（解任及び辞任）  

第10条 市長は二相談員が次の各号のいずれかに該当するときは、解任する   

ことができる。   

（1）前条の規定する義務に違反したとき。   

（2）勤務成績が不良であるとき〔〕   

（3）心身の故障のため、職務の遂行に支障があると認牒）られたとき 

（4）前各引こ掲げるもののほか、相談員として不適合であると認められる  

とき。  
2 相談員は、心身の故障その他の事情により辞任しようとするときは、原則   

として辞任を希望する口の1か月前に辞任願を提出し、市長の7軋認を得なけ   

ればならない。  

（委 任）  

第11条 この要綱に定めるもののほか、相談員について必要な事項は、市長   

が別に定める。  

附 則  

この要綱は、平成16年4月1日から施行する。  
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生活保護日立支援相談員の事務要領  

主 眼 事 項  具 体 的 な 事 務  

〔ケースワーク補助業務〕   

あらかじめ選定されている  

被保護世帯に対する、適切な  

処遇の確保及び自立支援を推  

進する。  

○家庭訪問等による相談援助  

○関係機関への同行訪問  

1 生活保護制度に対する理解の促進  

（1）生活保護制度の趣旨及び権利義務関係について   

の理解を深めながら自立助長を図る。   

2 指導、指示、助言に対する支援  

（1）自立生活への相談援助   

ア．生活実態や自立阻害要因の把握   

イ．日常生活の安定に対する指導   

り．関係機関との連絡調整   

（2）求職活動への相談援助   

ア．動機づけ   

イ．就労支援計画の作成（被保護者との話し合いな  

がら）   

ウ．求人情報の提供   

エ．履歴書の書き方、面接の受けノノの指導   

オ．職業安定所への同行訪問   

（3）他法他施策の活用への相談援助   

ア．年金受給権の調査及び年金受給申請の手続き   

イ．身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳の取  

得手続き   

り．精神保健福祉法第32条等の公費医療申請の手  

続き   

エ．各種福祉手当等の申請手続き   

オ．関係機関への同行訪問   

3 訪問結果等の報告  

（1）職務日詰の作成  

（2）ケースワーカー、査察指導員への協議  
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無料職業紹介事業について囲  

Ⅰ無料職業紹介事業の体系について  

1 日 的  
ハローワークとの二重行政げ）不効率を回避しながら、市が自らの行政施策に付帯Lて、   

市ならでは（ノ）地域の実情に応じた無料職業紹介事業を行い、効率的かつ集中的な求人・求   

職折結合を促進し、雇帽情勢明改善を図るく）   

2 体 系  
下記事業体系図のとおり   

3 事業開始  

平成17年7月15日  

（求職者）  

1キ17リアカウンセリンブ相談音  

2 生5話保≡昏受給者  

：う 母子家庭等の母親等  

1障害者支援センター相談者  

土塁職者への支埋  

1就拍「看報の提供  

ご 就陀言動についての相談   

（カウンセリング〔硯包〕  

こi短期哉支援セミナー  

1職業縦の  

Ⅱ「相模原市就職支援センター」の運営体制について  

1 目 的  
求職者のニーズを踏去え、相談から職業紹介までを一貫Lて行うワンストッアサ←ビス  

を提供し、求職者の就職活動を支援する。   

2 名 称  

r相桔原市就職支援センター1   

3 場 所  
シティ・プラザ橋本6F  （相模原巾橋本621）   

4 展開する事業内容   

（l）対魯となる本体業務（無料職業紹介事業を付帯させる基となる業務）  

ア キヤリアカウンセリング業務 （若年者雇用対策業務）  

若年者び）雇用促進及び地元中小企業の産業振興を推進することを目的とLて実施さ  

れているキャリアカウンセリング（就職に向けた各種相談、アドバイスやメンタルヘル  

スケア）を通じて職業紹介を行うし′   

イ 牛活保護受給者就労支援業務  

現在、実施されている自立支援相談後に、ケ←スワーカ←、 白キ支援相談員と連携を  
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図りながら、キャ リアカウンセラーに上る求職者の適性、ニーズに合った職業紹介を  

●  

り 母子家庭等自立支援業務  

現在、実施されている自立支援相談後に母子自立支援邑と連携をl判りながら、キャリ   

アカウンセラーに上る求職者の適性、ニ←ズに合った職業紹介を行うノ」   

ユ 障害者支援センター相談業務  

支援センターーで実施している就労相談後、求職者の適性、ニーズに合った無料職業紹   

介を行う。  

（2）具体的な業務   

ア 就職情割け■）提供  

市の求人情報、ヤングジョブスポット、かながわ若者就職支援センター、ハローワし一   

ク等からの就職支援情報や職業訓練情報を提供する」   

イ キャリアカウンセリング〃）実施  

キャリアカウンセラー一に上る個別のカウンセリングを通じて、長所を伸ばし弱点を克   

服するた♂）の具体的提案、目指すべき方向性や職種についてぴ）アドバイスを行う。   

り 就職支援セミナー  

求人者（ハ能力と求職者側の条件との帝離の解消を図るため、キャリアアップ講座、ミ  

スマッチ解消講座、意識改革講座等を開催する。   

エ 職業紹介  

キャリアカウンセラーは、相談者の希望と能力にあった企業を求人情報から慎重に選   

択し、締介する。 

オ 就職後の支援  

キャリアカウンセラー等は求職者が就職後、就職先に着実に定着ができるようフォロ  

ー●   

（3）求人開拓による求人情郭  

繭仁会議所会員や漉じさいメイツ会員企業などと連携を因り、市内中小企業を中心に   

求人に関するきめ細かい情報の掘り起ニLを行う  

5 対象者  

（l）キャリアカウンセリング相談者（原則として若年者を対象）  

（2）生活保護受給者  

（3）母子家庭等〃■）母親等  

（4）障害者支援センター相談者   

※ 特に、若年者、障害者など比較的就職が難しいプパこ特化して実施 
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相模原市生活保護受給者自立支援プログラム取組方針 画］  

平成18年1月10日策定（市長決裁）  

1 趣 旨  

今日の生活保護世帯は、傷病・障害、精神疾患等による社会的入院、DV、   

虐待、多重債務、元ホームレス、社会的きずなの希薄など多様な問題を抱え   

ており、去た、保護受給期間が長期にわたるケースも少なくない。  

一方、福祉事務所においては、これまでも担当職員が被保護世帯げ）自立支   

援に取り組むとともに、平成16年度から専門的知識を有する者（社会福祉   

士）を生活保護自立支援相談員として委嘱（非常勤特別職）、平成17年6月   

からは看護師を任用（非常勤職員）し、自立に向けた相談援助や健康相談、   

生活指導など行ってきたところであるが、近年の被保護世帯の抱える問題の   

複雑化と母子世帯、元ホームレスなど被保護世帯の増加により、担当職員個   

人の努力や経験等に依存した取組だけでは、十分な支援が行えない状況とな   

っている。  

ニのため、経済的給付を中心とした支援から福祉事務所〃）システム的、組   

織的取組に上る自立支援の対応が必要となっている。－  

これらの状況及び国が策定した「平成17年度における自立支援プログラ   

ムの基本方針」（平成17年3月 31口 厚生労働省社会・援護局長通知）を   

踏まえ、本市における生活保護受給者の自立支援プログラムの取組方針を定   

めるrJ  

2 基本方針   

（二L）被保護世帯が抱える問題は多様であり、経済的な給付のみでは対応に  

限界があることから、それに加えて、自立・就労に向けた多様なメニュー  

を提供し多様な問題び）解決に対応する〔，   

（；：）保護の受給期間が長期化する傾向にあり、早い時期に自立・就労支援  

を行い、被保護者げ）早期の自立を推進する。   

（こり 安保護者等の自立・就労支援が担当職員の個人の経験等に依存してい  

ることから、システム的、組織的な対応を図る。  

3 基本目標  

（⊃ 経済的な自立  

就井関．害要凶を除去し、就労活動等の支援を行うことにより、経済的な  

日立を図ること〔 

○ 日常生活の自立  
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身体や精神的の健康を回復・維持し、自分で自分の健康・生活管理がで   

きるよう指導・支援して日常生活において自立した生活が送れること．。  

○ 社会的な自立  

社会的なっながりを回復・維持し、地域社会の一員として充実した生活   

が送れること。  

4 取組方策   

（1）自立・就労支援のために活用すべき多様な支援メニュー（プログラム）  

を整備する。   

（2）被保護者の実情に応じた必要な支援メニュー（プログラム）を選定し  

て自立計画等を策定し、ニれに基づく支援を実施する〔J   

（3）被保護者は、自立支援計画に基づき自立・就労に「古＝ナた取組を実施す  

る。   

（4）被保護者の取組を定期的に評価し、必要に応じてメニュー（プログラ  

ム）の見直しを行う。  

5 プログラムの整備及び実施   

（1）個別支援プログラムの整備  

管内の被保護者の自立阻害要因等状況を分析し、被保護世帯を年齢別、  

世帯構成別、自立阻害要因別等に類型化するとともに、類型ごとに必要  

と考えられる自立支援の方向性の明確化を図り支援の具体的内容、実施  

手順等を定めた個別の支援プログラムを整備する。   

（2）支援方針の決定  

被保護者の自立阻害要因等♂）実情を踏まえ、「自立支援調整会議」（福  

祉事務所ごと設置）により支援方針を決定する（ノ   

（3）自立目標等の設定  

支援方針等に基づき被保護者とともに自立目標、取組計画を設定する。   

（4）個別支援プログラムの選定  

自立目標、取組計画等に対応する適切な個別支援プログラムを選定す  

る。J   

（5）取組・支援の実施  

被保護者の取組の実施及びプログラムに基づく支援を実施するrJ   

（6）個別支援プログラムの見直し  

被保護者の取組状況の評価等に基づき定期的又は随時に見直Lを実  

施する。フ  
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6 プログラムの実施体制及び関係機関との連携等  

（1）自立支援プログラム実施要綱等の制定  

自立支援プログラムの実施方法や組織的対応を明確化するため、実施  

要綱等を制定する。   

（2）自立支援相談員の充実  

自立支援プログラムの実施の要となる自立支援相談員の増員を回る  

とともに、日常生活自立支援を積極的に推進するため、現行の看護師を  

自立支援相談員に統合し、自立支援プロ グラムの取組に対応した自立支  

援相談員体制の再構築を図る．ノ   

（3り 県生活保護受給者等就労支援事業の活用  

公共職業安定所と福祉事務所等と連携して実施する国の「生活保護受  

給者等就労支援事業」の計画的な推進を図るため策定された「県生活保  

護受給者等就労支援事業実施計画」iこ基づき同事業を積極的に活用する。   

（4＝）市無料職業紹介事業の活用  

市就職支援センター に配置されたキャリアカウンセラー等との連携  

を高め、地域求人情報などに基づくきめ細かな就労支援を実施する。   

（∈i）高齢者の健康づくりや生きがい事業の活用  

保健所げ）各種検診、健康教室やあじさい大学等の生きがい事業等への  

参加を促進する。   

（（i）セーフティネット支援対策等事業費補助金の活用  

自立支援プログラムの実施にあたっては、国の自立プログラム策定実  

施事業等の補助制度を活用する〔つ  

7 実施スケジュール   

（］し）就労支援プログラム  

平成17年度から実施   

（三2）日常生活及び社会的な自立の支援プログラム  

平成18年度以降の実施  
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○自立支援プログラム実施体制  

n l，  

転萄  

】  

被 保 護 世 帯  
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「就労支援プログラム実施要綱」  

l 目的   

この実施要綱は、『相模原市生活保護受給者自立支援プログラム取組方針』（平成  

18午1月10日施行）に基づき、就労支援プログラム（以下『就労支援』という。，）の   

実施方法について定めるものとする。   

2 就労支援の対象者（以下「支援対象者」という′〉）については、次の各号に定める。  

（1）稼働能力がありながら就労していない者（事前相談及び申請時含む）  

（2）病状調査の結果、中就労以上可能と判断された者  

（3）稼働能力の活用が不十分で、転職等により収入増が望まれる者   

但し、次の者については、就労阻害要因が除去されるまでの間適用除外とする。   

（1）入院・施設等入所者  

（2）重症心身障害者等障害者加算対象者、介護度要支援以上の者   

（3）全日制高佼在学中の者   

（4）重度障害児の養育により就労不口丁と半rj断した者   

（5）家族等の介護により就労不可と判断した者  

（6）保育園に入園していない子どもがいて、他に養育するものがいないため就労不可  

と判断した者   

（7）引きこもり等通院していないが、すぐの就労は困難と判断した者   

（8）60歳以上で、ハローワークの求人状況及び過よの経歴等から、すぐの就労は困  

難と判断した者  

3 支援方法は、『生活保護受給者等就労支援事業（ハローワーク）』、『自立支援相談員事   

業（福祉事務所）』、『無料職業紹介事業（市・就職支援センター）』、『ケースワーカーに   

よる個別指導【月 とする。   

なお、ヒ記に関わる支援方法は、別添l各支援方法による就労支援プログラム」によ   

るものとする。  

4 支援方法の選定については次のとおりとするし〕  

担当ケースワーカーは、各年2月末時点での未就労者の状況を「アセスメントシ  （1）   

二∵卜」 
． 

始した被保護者』で就労対象者のアセスメントシートについても作成する。なお、  

アセスメントシートはグループ担当SVが集約する 

（以下「調整会議」という‖）   調整会  （2）アセスメントシートに基づき、  

を開催する 

①会議には、担当課長、福祉事務所担当コーディネーター、グループ担当SV、自   

立支援相談員の出席に上り進め）るものとする。なお、必要に応じて所長並びに担   

当ケースワーカーの出席を求めることができるし〕  

（か疑義照会は、アセスメントシ←一卜に基づきグループ担当SVが回答する。 
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③関係機関に協力を依頼する者については、特に就労意欲を検討する。   

毎）協議結果報告書は所長決裁とするrJ  

〔封調整会議は、各年：う月、9月に実施し′、選定者の入れ替えを実施する。   

⑥上記のほか、月1回定例の会議を行い、事前相談及び申請時就労支援対象者に対  

する援助方法について検討する。なお、アセスメントシートは面接担当者が作成  

し、面接担当総括SVが集約する 

⑦3月、9月の入れ替え時に、白キ支援相談員、福祉事務所担当コーディネーター、  

グループ担当SVは次の事項について報告し、必要な検討を行う。  

・自立支援相談員対象者・生活保護受給者等就労支援事業対象者、無料職業  

紹介事業対象者、ケースワーカー個別指導対象者に選定されたものの状況  

・月間の活動状況及びその他必要事項  

（3）自立支援調整会議及び定例会議後のアセスメントシートの管理  

『】自立支援相談員事業（福祉事務所）』対象者及び『無料職業紹介事業（「市・就職   

支援センター）』並びに『事前相談及び申請時就労支援対象者』リー）アセスメントシー   

トは、自立支援相談員が管理する。  

『生活保護受給者等就労支援事業（ハローワーク）』対象者のアセスメントシート   

は、福祉事務所担当コーディネーターが管理する 

『ケースワーカーによる個別指導』対象者及び『前期・後期の評価途中に新規開始   

しノた被保護者』のアセスメントシートは、就労支援担当SVが管理する。  

評価用シートの管理も同様とする。 

（4）就労支援対象者管理台帳の管理  

自立支援相談員、福祉事務所‡旦当コーディネー ター及びグループ手旦当SVは、対  

象者を「  者管理台帳」に記載し、管理する。  

5 各担当者の業務  

（1）自立支援相談員の業務  

ア 自立支援相談員は担当ケースワーカーと自立支援相談員支援対象者及び無料職業  

紹介事業対象者との面談を行い、支援方針を確認するとともに、支援対象者の希望  

や要望を聴取し「就労  計画書」を作成する。   

イ 就労支援シート作成後、支援対∵象者の自署を持／って就労支援プログラムの参加に  

同意した幸）のとするこ）就労支援シートは1部コピーし、支援対象者に交付rf‾る。   

ウ 自立支援相談員は、支援対象者の支援内容、状況等を職務日誌に記録L、翌月の  

10日までに担当課長に報告する。  

（2）福祉事務所担当コ←ディネ一夕ーの業務   

ア 福祉事務所担当コーディネーターは担当ケースワーカー、自立支援相談員と協働  

して生活保護受給者等就労支援事業対象者との面談を行い、支援方針を確認し、支  

援対象者の希望や要望を聴取し、「  支援計画  」を作成する。   

イ 就労支援シート作成後、支援対象者の白署を持って就労支援プログラムの参加に  

同意したものとする。就労支援シートは1部コピーし、支援対象者に交付する。  

（：〕）担当ケースワーカーの業務  
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ア 担当ケースワー か一はSVと個別指導対象者との面談を行い、支援方針を確認す  

支援計画書」を作成する。な   るとともに、支援対象者の希望や要望を聴取し  

お、必要に応じて、自立支援相談員を面談に含めることができる。 

イ 就労支援シート作成後、支援対象者の自署を持って就労支援プログラムの参加に   

同意したものとするrJ就労支援計画書は1部コピーし、支援対象者に交付する〔、  

8 実行   

ア 対象者は同意に基づき、選択した個別支援プログラムの内容に削って、誠実に、か  

つ自立に結びつくよう真剣に実行する〔・、   

イ 対象者は、その実行状況について、随時去たは事前に決められた日時に自立支援相   

談員に報告しなければならない（  

り 就労先が内定等した場合は、「  労内容申告書」を自立支援相談員、担当ケースワー  

カー、福祉事務所担当コーディネーターに提出し、それぞれ管理する  

9 評価の実施   

［封建王二上」 評価は調整会議で行い、＿＿ 

ート、職務口語、就労支援計画書を用いて検討する－）   

ア 就労支援プ［コグラムが実現した場合  

支援方針に基づき、個別支援プログラムの終了、変吏または継続を検討する「   

イ 就労支援プログラムが実現に至っていない場合  

椒組状況が不卜分で支援方針〃）達成が不可能と考えられる場合、個別支援プログラ  

ムの実行期間経過後も実現に至っていない場合は、至らなかった内容の検証を行うと  

ともに、状況に応じて就労支援プログラムの中止、変更または継続を検討する。   

り 就労支援プセグラムを変更または継続する場合は、4に戻り、再度適用するく、  

10 指導及び指示   

就労支援プログラムの実行に同意しない場合、吏たは就労支援プログラムヘの同意を   

Lていながら取組状況が不十分である場合や最初から忌避していることが見受けられた   

場合は、十分な分析、検討及び支援対象者への説明を再度行い、必要に応じて口頭等に   

て指示を行うものとするL  

11 報告  

自立支援相談員は毎月び）就労支援状況を集計し、翌月10口までに担当課長に対して   

報告を行う 

ハローワーク対象者については、ハローワークからの報告書を持って換えるものとし、  

（二Ⅵ「個別指導対象者に／〕いては、就労支援対象者管理台帳を持って、換えるものとする 

附則  

二の要綱は、平成1と；牛4月l［］から施行するしつ  
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被保護者の健康管理面における支援プログラム実施要綱   

1 目的  

この要綱は、社会的な自立が困難となっている被保護者に対し、健康管理   

面についての適切な助言、指導・援助を行い、被保護者の自立助長を図るこ   

とを目的とする。   

2 対象者  
（1）居宅生活の維持・継続及び生活習慣に不安があると考えられる元ホーム  

レスにあった者。  

（2）心身の健康を損ないっつあり社会とのつながりに乏しいと考えられる高   

齢者（〕   

3 実施体制   

本プログラムの実施に際しては看護師と担当ケースワーカーが協力しなが   

ら行うものとするし」   

4 実施方法  

（1）生活実態、生活習慣及びレセプトから治療内容を確認したLで、査察指   
導員と協議しながら本プログラムヘの参加の適否を判断する。なお、必要   

に応じて嘱託医または主治医に協議するものとする〔〕  

（2）被保護者に対して、本プログラムの趣旨及参加により期待される効果等  

を説明し参加の同意を得る。  

（3）担当ケースワーカーは、査察指導員へ対象者の名簿を作成し提出する（）   

また、査察指導員は本プログラムの進行管理を適切に行う車〕のとする。  

（4）看護師はケースワーカーとの同行訪問等により、被保護者の生活実態及   

び生活習慣等を把握した中で、健康相談に応じながら生活指導等を行う。  

（1）看護師は被保護者に対して、口頭または文書により指導内容を分かりや  

すく説明を子Jう〔〕  

（2）おおむね、3か月を目標期間とし、生活指導等に対する評価（アセスメ   

ト）を、看護師、担当ケースワーカー及び査察指導員が組織的に実施する。   

必要に応じて嘱託医または主治医に協議し助言を受けるものとする。   

5 支援記録等  

（1）経過記録   

ア．個々の対象者について観察した事項及び実施した支援内容の要点を記録  

する。   
イ．特別な問題（病状不安定等）により報告の必要がある事項等を記録する。  

（2）支援方針に関する記録  

対象者について、 計画的に適切な支援を行うため、支援方針、具体的な  

支援の方法及び評価等を記録する。  
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自 立 支 援 計 画 書  

平成  年  月  日  

福祉事務所長 あて  相模原市  

氏 名  

次のとおの自立計画を策定しましたので提出しますし〕  

目標を達成♂）ために取り組むこと  

（如拙■恒甘所．1L人欄）  

支援方針  

本人へヴ）説明の有無 有 ・ 無（埋由  

計 画   支援実施状  支援内容及び  
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